
令和5年２月

多 賀 城 市

第六次多賀城市総合計画

実施計画（案）
（令和5年度～令和7年度）

総合教育会議時点資料（資料校正中であるため、議会提出時までに一部調整がはいることがあります。）
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資料１



１ 実施計画の概要 

(1)  実施計画の定義 

第六次多賀城市総合計画実施計画(以下「実施計画」と表記します。)は、令和

１２年度を目標年度とする第六次多賀城市総合計画に掲げる施策及び基本事業

の目標を実現するため、計画的に取り組む主要な事務事業を明らかにするもの

で、毎年度の予算編成や当面の行財政運営の指針とするものです。 

 

     【第六次多賀城市総合計画の構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  実施計画の期間 

実施計画の期間は、令和５年度から令和７年度までの３年間とします。ただ

し、社会情勢の変化が著しいことから、毎年度見直すこととします。 

(3)  実施計画の対象事業 

実施計画に掲げる事務事業は、全事務事業の中から、次のいずれかの基準に

該当するものを対象とします。 

ア 重点テーマに大きく寄与する政策的な事務事業 

イ 普通建設事業（国、県、市事業の負担金などを含みます。） 

ウ 公共施設の長寿命化対策等に資する事務事業 

(4)  実施計画事業の追加 

  補正予算においても実施計画対象基準に該当する事業が計上されるこ

とから、実施計画事業を追加しています。実施計画事業の評価は、決算報

告の際に提出する主要な施策の成果に関する報告書に掲載しています。 

基本構想「政策体系・政策大綱」で定めた大きな柱 

政策を実現するための手段 

施策を実現するための手段 

基本事業を実現するための具体的な手段 

※実施計画は、事務事業のうちから対象基準に該当する事

業となります。 
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 実施計画書（事務事業評価表）の見方

実計 ［999］

○指標、事業費の推移

正職員人工数

付記事項

トータルコスト

千円
千円
千円
千円
千円
人工

合計

事
業
費

国支出金
県支出金
地 方 債
そ の 他
一般財源

千円

千円

千円

対象
指標

活動
指標

区分

Ｆ

Ｄ

担当課

担当係

Ｅ

Ａ

Ｂ

Ｃ

意図（対象をどのような状態にしたいのか）

07年度

計画 計画 計画

05年度 06年度

対象（誰、何に対して働き掛けるのか） 手段（05年度の取り組み）

○

款 政　　策

項

目

会計

開始年度 R5 終了年度 実施計画

事務事業の開始背景（根拠）、概要 事務事業の全体計画

基本事業

○

施　　策

事務事業名

担当部

実績

総合戦略

２

重点テーマ ○

04年度
指標名

現計

03年度

正職員人件費

単位

●実施計画・重点テーマ・総合
戦略・・・該当する事業に「○」を
付しています。

●開始年度・終了年度・・・年度
が決まっている場合に記載して
います。

●担当・・・令和５年度
担当部署を記載してい
ます。

●政策・施策・基本事業・・・第六次多賀城
市総合計画前期基本計画における位置付
けを記載しています。

●会計・・・一般会計、特別会計、事業会計
の区分を記載しています。

●款項目・・・支出科目を記載しています。

●全体計画・・・事務事業のこれまでの主な経過、
全体計画（決定している場合）を記載しています。

●対象・・・事務事業を通して市が働きかける又
は恩恵を受ける人や団体、場所などを記載して
います。

●意図・・・事務事業を行うことにより、「対象」を
どのような状態にしたいのかを記載しています。

●手段・・・この事務事業において、当該年度に行
う取り組みを記載しています。

また、事業の特定財源（補助制度等）を活用した

場合は、【○○補助金 国○/○】というように、参
考として記載しています。
繰越事業については、その旨を記載しています。

●対象指標・・・対象の規模を示すものさしです。
●活動指標・・・「事務事業の目的がどれだけ達成されたのか（対象が意図の状態にどれだけ近づいたのか）」

を測るものさしです。

●事業費・・・コスト推移の目安として、事業費及び財源内訳を千円単位で記載しています。「その
他」には、繰越や使用料など他の欄に該当しない財源をまとめています。
※公営企業会計については、事業費に正職員人件費が含まれています。

●開始背景（根拠）、概要・・・複数の予算科目を合
算している事務事業については、【この事務事業は
○○と○○を合わせた事業です。】と記載していま
す。

＜以下は実績値を反映する欄です。＞
●人工数・・・実績値のみ記載となります。
●トータルコスト・・・直接事業費に、正職員人件費「正職
員人工数×平均人件費（給与費に保険等の事業主負担
分を含めた１人当たり平均雇用コスト800万円）」を加えた
コストです。実績値のみ、人件費を含めた記載となります。

●付記事項・・・補足説明な
どを記載しています。
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政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

01 01 01 消防団設備等整備事業 危機管理課 一般 09 01 02 60,053 -

01 01 01 地域防災計画・ハザードマップ改定事業 危機管理課 一般 09 01 03 117 〇 8

01 01 02 消防水利維持管理事業 危機管理課 一般 09 01 02 41,022 -

01 01 02 防災情報管理事業 危機管理課 一般 09 01 03 468,432 〇 -

01 01 02 市庁舎耐震対策等事業 財政課 一般 02 01 07 335,710 〇 -

5 事業 905,334 千円

政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

02 01 01 地域福祉推進事業
社会福祉
課

一般 03 01 01 739 〇 9

02 02 02 がん患者等助成事業 健康長寿課 一般 04 01 01 1,186 〇 -

02 02 03 妊産婦・乳児（個別）健康診査等事業 子ども家庭課 一般 04 01 01 67,917 〇 -

02 03 01 出産子育て応援事業（伴走型相談支援） 子ども家庭課 一般 04 01 01 10,454 〇 -

02 03 03 教育・保育施設等整備推進事業 子ども政策課 一般 03 02 02 14,358 10

02 03 03 保育士確保支援事業 子ども政策課 一般 03 02 02 17,757 〇 -

02 03 04 子ども医療費助成事業 国保年金課 一般 03 02 05 342,648 〇 11

02 06 03 公営住宅ストック総合改善事業 都市計画課 一般 08 05 01 13,358 〇 -

02 06 04 生活困窮者包括的相談支援事業 社会福祉課 一般 03 01 01 18,662 〇 -

02 06 04 生活困窮者自立促進事業 社会福祉課 一般 03 01 01 28,655 〇 -

10 事業 515,734 千円

３　実施計画事業一覧

　　本計画書に掲載している実施計画事業（56事業）の一覧です。

　　なお、目的や手段、成果を評価・検証する上で、複数の予算事業を統合している場合があるた

　め、予算の事業単位とは一致しない場合があります。

【政策１】　みんなの力で減災　安全で安心に暮らせるまちづくり （安全安心）

実計

【政策２】　健やかで優しい　支え合いのあるまちづくり （健康福祉）

実計
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政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

03 01 01
地域とともにある学校づくり事業（地域学校
協働活動事業）

生涯学習課 一般 10 04 02 7,868 〇 12

03 02 02 たがじょう心のケア教育相談事業 教育総務課 一般 10 01 02 23,370 〇 13

03 02 03 学校給食センター運営事業 学校給食センター 一般 10 05 02 57,866 14

03 02 04 小学校環境整備事業 教育総務課 一般 10 02 01 741,930 〇 15

03 02 04 小中学校通学区域適正化事業 教育総務課 一般 10 01 02 1,016 〇 16

03 02 04 小学校学校施設維持管理事業 教育総務課 一般 10 02 01 178,975 〇 17

03 02 04 中学校学校施設維持管理事業 教育総務課 一般 10 03 01 101,265 〇 18

03 02 04 学校ICT整備事業［小学校］ 教育総務課 一般 10 02 02 144,557 〇 19

03 02 04 学校ICT整備事業［中学校］ 教育総務課 一般 10 03 02 77,416 〇 20

03 02 04
地域とともにある学校づくり事業（コミュニ
ティ・スクール事業）

教育総務課 一般 10 01 02 3,860 〇 21

03 03 02 令和の万葉大茶会交流事業 生涯学習課 一般 10 04 02 551 〇 22

03 03 03 文化センター改修事業 生涯学習課 一般 10 04 02 5,044 〇 23

03 05 02 特別史跡多賀城跡復元整備事業 文化財課 一般 10 04 04 235,158 〇 24

03 05 02 全国史跡整備市町村協議会等開催事業 文化財課 一般 10 04 04 300 〇 25

03 05 03 歴史遺産保全・発信事業 埋蔵文化財調査センター 一般 10 04 06 4,038 〇 26

03 05 99
特別史跡多賀城跡附寺跡保存活用計画
策定事業

文化財課 一般 10 04 04 267 〇 27

16 事業 1,583,481 千円

【政策３】　夢と希望が輝く　誰もが成長できるまちづくり （教育文化）

実計
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政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

04 01 01 エコ未来推進事業 環境施設課 一般 04 01 06 641 〇 28

04 01 01 ゼロカーボンシティ推進事業 環境施設課 一般 04 01 06 8,289 〇 29

04 03 01 耐震改修促進事業 都市計画課 一般 08 05 02 22,166 〇 -

04 03 02 中央公園魅力創造事業 都市整備課 一般 08 04 03 20,452 〇 -

04 03 02 公園維持管理事業 都市整備課 一般 08 04 03 92,412 -

04 03 03 駅前駐車場等管理運営事業 都市整備課 一般 08 04 02 82,364 〇 30

04 04 01 都市計画マスタープラン策定事業 都市計画課 一般 08 04 01 9,036 〇 -

04 04 02 都市計画道路網関係事業 都市計画課 一般 08 04 01 0 〇 -

04 04 02 道路維持管理事業 都市整備課 一般 08 02 02 123,386 -

04 04 02 橋りょう維持補修事業 都市整備課 一般 08 02 04 80,938 -

04 04 02 道路舗装補修事業 都市整備課 一般 08 02 03 34,224 -

04 04 03 雨水施設ストックマネジメント事業 施設整備課 下水 01 01 01 300,200 -

04 04 03 浸水対策下水道整備事業 施設整備課 下水 01 01 02 73,931 〇 -

04 04 05 生活交通ネットワーク維持事業 都市計画課 一般 08 04 01 43,225 〇 -

14 事業 891,264 千円

政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

05 01 02 農地活用次世代型農業促進事業 産業振興課 一般 06 01 03 10,092 〇 -

05 02 03 創業支援事業(多賀城みらい塾） 産業振興課 一般 07 01 02 17,151 〇 -

05 03 01 観光案内設備整備改修事業 市民文化創造課 一般 07 01 04 20,714 〇 31

05 03 02 観光まちづくり基盤構築事業 市民文化創造課 一般 07 01 04 3,500 〇 -

4 事業 51,457 千円

【政策４】　都市と自然の環境調和　快適で潤いのあるまちづくり （生活環境）

実計

【政策５】　地域の資源と知恵をいかす　活気あふれるまちづくり （産業活気）

実計
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政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

06 01 01 地域経営基盤構築事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 01 718 〇 32

06 01 02 地域社会DX推進事業 ICT推進室 一般 02 01 09 1,340 〇 -

06 03 01 多賀城の若者　みらい創造事業 企画課 一般 02 01 08 400 〇 -

06 03 01 多賀城創建１３００年記念関連事業 市民文化創造課 一般 02 01 08 171,304 〇 33

06 03 02 市民の声の広場事業 地域コミュニティ課 一般 02 01 03 91 〇 -

5 事業 173,853 千円

政策 施策
基本
事業 事務事業名 担当 会計 款 項 目

R5年度
予算額

(単位：千円)

重点
テーマ

掲載頁

07 04 03 公共施設等総合管理計画運用事業 企画課 一般 02 01 08 0 〇 34

07 04 04 デジタル行政推進事業 ICT推進室 一般 02 01 09 36,326 〇 -

2 事業 36,326 千円

事業 4,157,449 千円

実施計画事業

56 総額

【政策６】　地域の未来を共に創る　絆と誇りを築くまちづくり （地域創生）

実計

【政策７】　縮減社会への対応　持続可能な行財政経営 （行財政経営）

実計
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